
一般法定機能に係る

        

接続料

  

電気通信役務に関する料金並びに当該電気通

                   

信役務の提供に関し他の電気通信事業者との

                   

間で締結する電気通信設備の接続に関する協

                   

定及び卸電気通信役務の提供に関する契約に

                   

より取得する金額又は料金

           

第 十 二 条 第 一 項 及 び

第 十 三 条 第 一 項

一 般 法 定 機 能 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務

一般法定機能

     

算定対象電気通信役務

         

別表第１（第６条関係） 法第108条第１項の規定に係る基礎的電気通信役務の提供に要した原
価及び基礎的電気通信役務の提供により生じた収益の額明細表

別表第１（第６条関係） 法第108条第１項の規定に係る基礎的電気通信役務の提供に要した原
価及び基礎的電気通信役務の提供により生じた収益の額明細表

［表 略］ ［表 同左］
［注１～３ 略］ ［注１～３ 同左］
４



接続料規則第11条（第３項ただし書及び第５項ただし書の規定を除く。）、第12条（第５

                                      

項の規定を除く。）及び第13条の規定は、３における施行規則第40条の３又は第40条の５の

                                       

規定により提出した基礎的電気通信役務収支表に記載した営業費用の額に係る原価を構成

                                       

する他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税の計算について準用する。この場合にお

                                       

いて、次の表の左欄に掲げる接続料規則の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

                                       

表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

                     

４



接続料規則第11条、第12条及び第13条の規定（第11条第３項ただし書及び第５項ただし
書の規定を除く。）は、３における施行規則第40条の３又は第40条の５の規定により提出し
た基礎的電気通信役務収支表に記載した営業費用の額に係る原価を構成する他人資本費
用、自己資本費用及び利益対応税の計算について準用する。この場合において、接続料規
則第11条第１項中「第４条に規定する機能に係る他人資本費用」とあるのは「適格電気通
信事業者の提供する基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則第12条
第２項に規定する電気通信役務（卸電気通信役務を含む。）に係る他人資本費用」と、「第４
条に規定する機能に係るレートベース」とあるのは「適格電気通信事業者の提供する基礎
的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則第12条第２項に規定する電気通
信役務に係るレートベース」と、同条第２項及び第５項、第12条第１項並びに第13条第１
項中「第４条に規定する機能」とあるのは「適格電気通信事業者の提供する基礎的電気通
信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則第12条第２項に規定する電気通信役務」
と、同令第11条第２項及び第３項中「対象設備等」とあるのは「基礎的電気通信役務の提
供に係る電気通信設備、附属設備並びに土地及び施設」と、同条第３項中「法第33条第５
項の機能に係るものにあっては別表第３様式第２の固定資産帰属明細表の正味固定資産価
額を基礎として、その他の機能に係るものにあっては接続会計規則別表第２様式第３の固
定資産帰属明細表の帳簿価額を基礎として算定された額とする」とあるのは「接続会計規
則別表第２様式第３の固定資産帰属明細表の帳簿価額に準じて算定された額とする」と、
同条第４項中「第一種指定設備管理部門」とあるのは「設備管理部門及び設備利用部門」
と、「第一種指定電気通信設備」とあるのは「設備管理部門及び設備利用部門」と、同条第
５項中「対象設備等の第一種指定設備管理運営費」とあるのは「基礎的電気通信役務の提
供に係る営業費用」と、「当該機能に係る接続料」とあるのは「当該電気通信役務に関する
料金並びに当該電気通信役務の提供に関し他の電気通信事業者との間で締結する電気通信
設備の接続に関する協定及び卸電気通信役務の提供に関する契約により取得する金額又は
料金」と、同令第12条第１項中「当該機能」とあるのは「適格電気通信事業者の提供する
基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則第12条第２項に規定する電
気通信役務」と読み替えるものとする。

第11条第１項

     

一 般 法 定 機 能 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 提 供 す る 基 礎 的 電

気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 交 付 金 及 び 負 担

金 算 定 等 規 則 第 十 二 条 第 二 項 に 規 定 す る

電 気 通 信 役 務 （ 卸 電 気 通 信 役 務 を 含 む 。

以 下 「 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 」 と い う 。 ）

一般法定機能

     

算定対象電気通信役務

         

第11条第２項

     

一 般 法 定 機 能 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務

一般法定機能

     

算定対象電気通信役務

         

対象設備等

    

基礎的電気通信役務の提供に係る電気通

                 

信設備、附属設備並びに土地及び施設

                

第11条第３項

     

対 象 設 備 等 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 電 気 通

信 設 備 、 附 属 設 備 並 び に 土 地 及 び 施 設

法 第 三 十 三 条 第 五 項

機 能 に 係 る も の に

あ っ て は 別 表 第 三 様

式 第 二 の 固 定 資 産 帰

属 明 細 表 の 正 味 固 定

資 産 価 額 を 基 礎 と し

接 続 会 計 規 則 別 表 第 二 様 式 第 三 の 固 定 資

産 帰 属 明 細 表 の 帳 簿 価 額 に 準 じ て

平
成


年

月


日
金
曜
日

(号
外
第


号
)

官
報


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